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秋田県公営企業会計決算説明資料

下水道事業会計

建設部下水道マネジメント推進課



１　業務の状況 

（1）流域下水道

表―１　【 年間処理汚水量 】 （単位：㎥、％）

令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

54,449,869 57,160,185 △ 2,710,316 △ 4.7

表―２　【 年間処理汚泥量 】 （単位：トン、％）

令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

31,981.73 36,837.15 △ 4,855.42 △ 13.2

（2）公共下水道

表―３　【 年間処理汚水量 】 （単位：㎥、％）

令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

60,255 68,318 △ 8,063 △ 11.8

　本年度の年間処理汚水量は5,444万9,869㎥となり、前年度と比べ、271万316㎥、4.7％の減少となった。

　また、年間処理汚泥量は3万1,981.73トンとなり、前年度と比べ、4,855.42トン、13.2％減少した。

年間処理汚水量

区　　分

区　　分

区　　分

　本年度の年間処理汚水量は6万255㎥で、前年度と比べ、8,063㎥、11.8％減少した。

年間処理汚泥量

年間処理汚水量
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２　建設投資状況

表―４　【建設投資額等】 （単位：千円、％）

令和６年度 令和５年度 比較増減 増減率

3,908,768 2,725,176 1,183,592 43.4

1,580,509 188,043 1,392,466 740.5

2,319,049 2,529,492 △ 210,443 △ 8.3

9,210 7,641 1,569 20.5

３　職員数

表―５　【職員内訳】 （単位：人）

0.85 0.85 16.9 18.6

0.95 0.95 20.0 21.9

△ 0.10 △ 0.10 △ 3.1 △ 3.3

※職員数は下水道事業会計に従事する職員であり、一般会計との兼務職員については按分している。

　施設等の建設改良や固定資産購入費に39億876万8千円を支出した。

　主なものとして、安定した下水道サービスを提供するため、秋田湾・雄物川流域下水道工事（大曲）1億8,045万5

千円など下水処理施設の老朽化対策を実施したほか、安全・安心な生活環境の実現のため、下水処理施設の耐震補強

工事を実施するなど施設の強化を図った。

　また、処理施設の広域化・共同化を推進するため、県南地区広域汚泥資源化事業を実施した。

固定資産購入費

　令和６年度末の下水道事業会計支弁職員数は、前年度末と比べると3.3名減員の18.6名である。

令和６年度

令和５年度

増　減

年　　度 合　計
課　長 政策監 課　員

区　　分

下水道マネジメント推進課

建設費

改良費

建設投資額
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４　予算の執行状況

（1）収益的収支（税込み）

表－６　【収益的収支の状況】

金　　　額 内　　　容

8,028,702,052 円 　維持管理負担金等

7,586,440,913 円 　減価償却費等

442,261,139 円

（2）資本的収支（税込み）

表－７　【資本的収支の状況】

金　　　額 内　　　容

収　　　入 4,046,172,591 円 　国庫補助金、企業債、工事負担金等

支　　　出 4,932,694,064 円 　建設費、改良費、企業債償還金等

収　支　差 △ 944,978,179 円
翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額 58,456,706円を除く。不足分
は内部留保資金で補てん

補 填 財 源 944,978,179 円

減債積立金 328,302,741 円

損益勘定留保資金 547,684,777 円

消費税資本的収支調整額 68,990,661 円

支　　出

収 支 差

内
　
　
訳

収　　入

　収益的収入の決算額80億2,870万2千円に対し、収益的支出の決算額は75億8,644万1千円となり、収支差（消費税込み）は、4億

4,226万1千円となった。

　資本的収入の決算額40億4,617万3千円に対し、資本的支出の決算額は49億3,269万4千円となった。収入から支出を差し引き、翌

年度に繰り越される支出の財源に充当する額5,845万7千円を除いた不足額9億4,497万8千円は、内部留保資金により補てんした。
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５　経営状況

（1）損益計算書（税抜き）について

表－８　【損益計算書】
収益 （単位：円）

令和６年度 令和５年度 増減額 状　　況

営業収益 3,603,431,827 3,775,340,076 △ 171,908,249

維持管理負担金 3,568,040,969 3,737,487,779 △ 169,446,810

下水道使用料 8,882,450 10,522,630 △ 1,640,180

受託事業収益 24,126,539 24,901,437 △ 774,898

その他営業収益 2,381,869 2,428,230 △ 46,361

営業外収益 4,064,910,956 4,196,047,632 △ 131,136,676

他会計補助金 707,943,535 742,872,571 △ 34,929,036

長期前受金戻入 3,355,945,250 3,450,525,968 △ 94,580,718

雑収益 1,022,171 2,649,093 △ 1,626,922

7,668,342,783 7,971,387,708 △ 303,044,925

費用

令和６年度 令和５年度 増減額 状　　況

営業費用 7,117,671,116 7,355,370,453 △ 237,699,337

管渠費 6,254,000 6,619,000 △ 365,000

ポンプ場費 67,817,000 51,625,001 16,191,999

処理場費 86,091,000 126,729,364 △ 40,638,364

汚泥施設費 6,260,000 14,760,000 △ 8,500,000

総係費 2,691,544,316 2,786,634,577 △ 95,090,261

減価償却費 4,249,796,552 4,355,234,733 △ 105,438,181

資産減耗費 9,908,248 13,767,778 △ 3,859,530

営業外費用 167,964,839 180,317,369 △ 12,352,530

支払利息及び企業債取扱諸費 164,317,592 176,860,239 △ 12,542,647

雑支出 3,647,247 3,457,130 190,117

7,285,635,955 7,535,687,822 △ 250,051,867

　令和６年度は、 事業収益76億6,834万3千円に対し、 事業費用72億9,507万2千円となり、 当期純利益は前年度に比べ6,242万9千円減の3億

7,327万円となった。

　当年度純利益が減少となった主な要因は、維持管理負担金収入が減少したことなどによる。なお、各項目の状況は次のとおりである。

　営業費用の決算額は、71億1,767万1千円で、前年度と比
較し2億3,769万9千円の減となった。これは減価償却費が
減少したことなどによる。

経常収益合計　Ａ

経常費用合計　Ｂ

　営業外費用の決算額は、1億6,796万5千円で、前年度と
比較し1,235万3千円の減となった。これは企業債の支払利
息の減少などによる。

　営業収益の決算額は、36億343万2千円で、前年度と比較
し1億7,190万8千円の減となった。これは流域下水道への
流入量の減少により、維持管理負担金が減少したことなど
による。

　営業外収益の決算額は、40億6,491万1千円で、前年度と
比較し1億3,113万7千円の減となった。これは長期前受金
戻入が減少したことなどによる。

科　　　　目

科　　　　目
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利益剰余金

令和６年度 令和５年度 増減額

経常利益　Ａ－Ｂ＝Ｃ 382,706,828 435,699,886 △ 52,993,058

特別利益　Ｄ 0 0 0

特別損失　Ｅ 9,436,350 0 9,436,350

当年度純利益　Ｃ＋Ｄ－Ｅ＝Ｆ 373,270,478 435,699,886 △ 62,429,408

前年度繰越利益剰余金　Ｇ 193,383,000 121,102,000 72,281,000

その他未処分利益剰余金変動額　Ｈ 328,302,741 532,308,504 △ 204,005,763

894,956,219 1,089,110,390 △ 194,154,171

※　消費税抜き

（2）剰余金処分

表－９　【剰余金処分計算書】

（単位：円）

資　　本　　金 資本剰余金 未処分利益剰余金 処分について

当年度末残高 8,825,413,046 6,762,944,548 894,956,219

議会の議決による処分額 328,302,741 0 △ 436,205,219

組入資本金 328,302,741 △ 328,302,741

減債積立金 △ 107,902,478

処分後残高 （繰越利益剰余金）

9,153,715,787 6,762,944,548 458,751,000

　当年度純利益3億7,327万円に、前年度繰越利益剰余金1
億9,338万3千円及びその他未処分利益剰余金変動額3億
2,830万3千円を加えた当年度未処分利益剰余金8億9,495万
6千円の処分については、資本金に3億2,830万3千円を組み
入れ、減債積立金へ1億790万2千円を積み立て、残額の4億
5,875万1千円は、繰越利益剰余金として繰り越す予定であ
る。

当年度未処分利益剰余金
　Ｆ＋Ｇ＋Ｈ
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６　財産状況

（1）貸借対照表（税抜き）について
表－１０　【貸借対照表】

（単位　円）

令和６年度 令和５年度 年度中増減額 状　　況

87,371,872,929 88,087,538,620 △ 715,665,691

83,815,322,981 86,750,918,826 △ 2,935,595,845

2,839,530,147 539,016,354 2,300,513,793

698,781,581 779,393,440 △ 80,611,859

18,238,220 18,210,000 28,220

3,221,454,926 2,662,392,598 559,062,328

2,640,857,100 2,366,738,804 274,118,296

328,370,973 296,496,486 31,874,487

貸倒引当金 △ 746,436 △ 842,692 96,256

前払費用・前払金 252,973,289 0 252,973,289

90,593,327,855 90,749,931,218 △ 156,603,363

負債の部

令和６年度 令和５年度 年度中増減額 状　　況

12,017,848,519 12,251,478,063 △ 233,629,544

11,977,629,529 12,217,249,081 △ 239,619,552

40,218,990 34,228,982 5,990,008

1,389,518,345 1,193,188,261 196,330,084

1,156,190,058 1,043,996,728 112,193,330

218,580,459 133,392,556 85,187,903

14,447,828 15,348,232 △ 900,404

300,000 450,745 △ 150,745

60,587,589,196 61,080,163,577 △ 492,574,381

　繰延収益は、償却資産の取得に伴い交付された補助
金などの収益化により、前年度末残高と比べ4億9,257
万4千円減少し、年度末残高は605億8,758万9千円と
なった。

73,994,956,060 74,524,829,901 △ 529,873,841

　固定負債は、企業債の償還などにより、前年度末残
高と比べ2億3,363万円減少し、年度末残高は120億
1,784万9千円となった。

　流動負債は、企業債の増などにより、1億9,633万円
増加し、年度末残高は13億8,951万8千円となった。

引当金

流動負債

科 目

固定負債

　流動資産は、当年度純利益などによる現金預金の増
により、前年度末残高と比べ5億5,906万2千円増加
し、年度末残高は32億2,145万5千円となった。

資 産 合 計

現金預金

未収金

投資その他の資産

　固定資産は、資産の償却が進んだことにより、前年
度末残高と比べ7億1,566万6千円減少し、年度末残高
は873億7,187万3千円となった。

流動資産

有形固定資産

建設仮勘定

無形固定資産

資産の部

科 目

固定資産

その他流動負債

繰延収益

負 債 合 計

企業債

未払金・未払費用

引当金

企業債
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資本の部

令和６年度 令和５年度 年度中増減額 状　　況

8,825,413,046 8,293,104,542 532,308,504

　資本金は、前年度の剰余金処分により、前年度末残
高と比べ5億3,230万9千円増加し、年度末残高は88億
2,541万3千円となった。

7,772,958,749 7,931,996,775 △ 159,038,026

資本剰余金 6,762,944,548 6,762,944,548 0

国庫補助金 6,760,549,341 6,760,549,341 0

受贈財産評価額 2,395,207 2,395,207 0

利益剰余金 1,010,014,201 1,169,052,227 △ 159,038,026

減債積立金 7,974,882 0 7,974,882

建設改良積立金 107,083,100 79,941,837 27,141,263

当年度未処分利益剰余金 894,956,219 1,089,110,390 △ 194,154,171

16,598,371,795 16,225,101,317 373,270,478

90,593,327,855 90,749,931,218 △ 156,603,363

　剰余金は、利益剰余金の減により、前年度末残高と
比べ1億5,903万8千円減少し、年度末残高は77億7,295
万9千円となった。

資本金

剰余金

資 本 合 計

科 目

負 債 ・ 資 本 合 計
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